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１．はじめに
金融広報中央委員会が毎年発表している「家計の金融資産に関する世論調査」（旧貯蓄広報
中央委員会「貯蓄と消費に関する世論調査」「貯蓄に関する世論調査」）によれば，金融資産を
保有していないいわゆる「無貯蓄世帯」は年々増加しており，平成 15年には調査世帯の
21.8％にも達している（図1）。調査世帯は単身者を除く2人以上の同居者が居る世帯であるか
ら，その5分の1が無貯蓄世帯化しているということは実に驚くべき数字であり，新聞など報
道にも大きく採り上げられることになった。
貯蓄は，失業や病気，災害などのリスクに備えるための自己保険あるいはバッファー・スト
ックとしての機能を持っているが，無貯蓄状態に陥っているということはこうしたリスクに直
に晒されているということであり，非常に危険な状態にいる可能性がある。また，その意味で
は，無貯蓄世帯のうち，実物（持家資産）を持っていない無資産世帯の方がより深刻な状況で
あるが，同データを使って無資産世帯率 1を計算するとやはり，無貯蓄世帯率とほぼパラレル
に増加していることがわかる。このような無貯蓄世帯，無資産世帯の現状，なぜ近年増加して
いるのかといったことについて分析することは社会保障・社会福祉政策の運営上，極めて重要
であると考えられる。しかしながら，現在，わが国で無貯蓄世帯の分析を行っている研究例は，
松浦・白石（2004）を除き存在しておらず，その重要性に鑑みて研究蓄積があまりに少ないと
言わざるを得ない。
そこで本稿では，まさに，金融広報中央委員会「家計の金融資産に関する世論調査」（平成

15年度，11年度，7年度）自体の個票データを直接分析することにより，無貯蓄世帯の状況を
明らかにしてゆく。なお，ここで分析している貯蓄や資産はグロスの概念であり，借入金を差
し引いたネットの概念ではないことに注意が必要である2。
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＊ 本稿は金融広報中央委員会『家計の金融資産に関する世論調査の個票データを用いた研究会報告書Ⅰ』に書
かれた原稿を加筆・修正したものである。同委員会のご厚意により，「家計の金融資産に関する世論調査」
の貴重な個票データを用いることができたに感謝を申し上げたい。また，2005年3月に行われた当プロジェ
クトの第一回ブックコンファレンス，5月に行われた統計研究会・労働市場研究委員会，6月の2005年度春
季日本経済学会において，大阪大学チャールズ・ホリオカ教授，大阪大学大竹文雄教授，一橋大学川口大司
助教授，慶応大学清家篤教授，神奈川大学小川浩助教授，広島大学松浦克己先生から有益なコメントを頂戴
した。感謝を申し上げるとともに，時間的な制約から，十分にそのコメントを反映できていない点をお詫び
したい。本稿の研究は，科学研究費補助金・特定領域研究（B）「経済システムの実証分析と設計」の資金
援助を受けている。

1 無資産世帯率は，実物資産額がわからないため，無貯蓄世帯であり持家資産を持っていない世帯と定義した。
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以下，本稿の構成は次の通りである。2節では，「家計の金融資産に関する世論調査」デー
タの概要について述べる。3節は，2003年度における21.8％の無貯蓄世帯率がどれほど信頼で
きるのかという点について精査・検討する。4節は，なぜ無貯蓄世帯になるかという点につい
て仮説を採り上げ，無貯蓄世帯・無資産世帯を，諸属性のクロス表から検証する。5節は，4

節のクロス表の分析を深め，ロジットモデルにより諸要因を同時に推計して評価を行う。6節
は，無貯蓄，無資産世帯率が近年増加している要因について要因分解を行う。7節は結語であ
る。

２．データ
本稿で用いるデータは，金融広報中央委員会が毎年行っている「家計の金融資産に関する世
論調査」であり，平成15年調査の個票データを中心に分析を進める。この調査は，平成13年
4月に金融広報中央委員会と名称が変わる以前の旧貯蓄広報中央委員会時代から，「貯蓄と消
費に関する世論調査」あるいは「貯蓄に関する世論調査」という名称で，昭和28年以来連続
して調査が行われている。平成15年調査は，層化2段階無作為抽出法により全国から400の調
査地点を選び，各調査地点から無作為に15の世帯員2名以上の世帯を選ぶことによって6000

の調査世帯を標本抽出し行われており，4158世帯からの回答を得ている（有効回答率69.3％）。
抽出世帯へは調査員が調査票を持参して調査方法を説明した上で，数日後に再び訪問して調査
票を点検・回収するという留置面接回収法を用いている。調査は平成15年6月27日から7月7

日までの期間で行われた。このデータの利点は，毎年サンプルの類似性が保たれるように，サ
ンプリング方法や有効回答数，調査の長さや形式などを統御した調査設計を行っている点であ
る。残念ながら，サンプル自体は毎年違うのでパネルデータではないが，こうした調査設計を
行っているため，時系列比較が可能なRepeated Cross-Section Dataであるとみなすことができ
る。

３．無貯蓄世帯率の精査
無貯蓄世帯率の定義に用いられる質問は，具体的には次のようなものである。

この質問の2に○をつけたものが無貯蓄世帯となる。この質問に先立つ問1には，貯蓄に関
して「商・工業や農・林・漁業等事業のための貯蓄や，給与振込み，口座振替など一時的にし
か口座にとどまらないような預貯金は含めないでお答えください。以下の質問についても同様
です。」という注意書きがあり，厳密に金融資産の口座がゼロであることを要求していない。
したがって，定義上，貯蓄動向調査（現在は家計調査）等よりは無貯蓄世帯率が高くなること
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問2　あなたのご家庭では、現在、貯蓄を保有していますか。（○は1つ） 
 
1.　貯蓄を保有している。　　　　2.貯蓄を保有していない。 

2 借入金を差し引いたネットの資産を分析するほうがより適切な分析である可能性もある。しかしながら，こ
のアンケート調査では実物資産の金額がわからないため，ネットの概念ではなくグロスの概念を分析対象と
することにした。



は当然のことである。しかしながら，やはり21.8％という数字は驚くべき値であり，無貯蓄世
帯率の信頼性，幅をもう少し精査する必要があると思われる。
まず，調査票の他の質問から，無貯蓄世帯の定義として矛盾する可能性がある回答をしてい
るサンプルを取り除いてゆくことにする。
① 問7「金融商品の中には，株式や外貨預金のように，株価や為替相場の変動によっては元

本割れするものがあります。あなたのご家庭では，こういった商品をお持ちですか。（○
は一つ）」という質問に対して，元本割資産を「持っている」とした世帯…23サンプル。
ただし，元本われの結果，無貯蓄になっている可能性は存在する。

② 問8「あなたのご家庭では，現在の貯蓄残高は1年前に比べて増えましたか，あるいは減
りましたか。（○は一つ）」という質問で，「増えた」と回答した世帯…7サンプル。ただ
し，貯蓄残高をネットのものと考えていれば，借入金の返済によって現在無貯蓄であって
も貯蓄増という可能性は存在する。

③ 問1aの「過去1年間に手取り収入（税引き後）から何％（％未満は四捨五入）ぐらいを貯
蓄しましたか」という質問に対して，貯蓄をしているとして割合を答えた世帯…125サン
プル。因みにこの125サンプルの収入からの貯蓄割合は平均7.2％（最大30％）である。
しかしながら，過去1年であるから貯蓄をした後に現在までの間に貯蓄がゼロとなってい
る可能性もある。

④ 問1bの「年間手取り収入のうちボーナスや臨時収入（税引き後）から何％（％未満は四
捨五入）ぐらいを貯蓄しましたか」という質問に対して，貯蓄をしているとして割合を答
えた世帯…47サンプル。因みに，この47サンプルのボーナス・臨時収入からの貯蓄割合
は平均13.8％（最大50％）。これも，過去1年であるから貯蓄をした後に現在までの間に
貯蓄がゼロとなっている可能性もある。

⑤ 問35「現在の生活費は，どのような収入源によっていますか（○は3つまで）」という質
問に対して，「4.貯蓄取り崩し」によって生活を賄っていると回答した世帯…32サンプル。
これも，貯蓄取り崩しの結果，現在貯蓄がゼロになってしまっているということがあり得
る。

⑥ 問19「あなたの家計（家族全体）の過去1年間の収入・支出それぞれについて，下表の該
当する欄に金額をご記入ください」という質問の過去1年の「年間貯蓄額」を正の値で回
答している世帯… 94サンプル。因みに 94サンプルの平均年間貯蓄額は 58.5万円（最大
500万円）。これも，過去1年であるから現在は貯蓄がゼロとなっている可能性もある。

⑦ 問19で「年間手取り収入」を答えていない世帯…323サンプル。手取り収入を答えていな
い世帯は，資産についても回答拒否のつもりで「貯蓄を保有していない」と答えた可能性
があると思われる。実際に，表1にみるように，所得について回答していない欠損者のう
ち，無貯蓄世帯率は31.9％と高くなっている。
この①から⑦についてサンプルを除いて無貯蓄世帯率を定義したものを基準1とする。
先に触れたように，「商・工業や農・林・漁業等事業のための貯蓄や，給与振込み，口座振
替など一時的にしか口座にとどまらないような預貯金は含めないでお答えください。以下の質
問についても同様です。」という注意書きがあるので，決済用のために残高が多少ある場合も，
無貯蓄世帯の定義と矛盾はしない。ただし，貯蓄動向調査等との比較のために，厳密に口座の
残高が0となる場合の定義にすることも可能である。これを基準2とする。具体的には以下の
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質問を用いてサンプルを除いている。
⑧ 問18「あなたのご家庭では，買い物代金，旅行代金，公共料金等家計支出の資金決済手

段としてどのようなものを主に利用していますか。この1年間についてお答えください。
（○は 2つまで）」という質問に対して，クレジットカードを使っていると答えた世帯…

155サンプル。クレジットカードを使うためには口座の厳密に残高が0にはなっていない
はずである。

⑨ 同様に，問18の公共料金等資金決済手段を尋ねる質問で，口座振替を使っていると答え
た世帯…507サンプル。これも厳密には口座の残高が0にはなりえない。

さて，現状，基準1（①から⑦を反映），基準2（基準1のほか，⑧⑨を反映）3つの基準に
対する無貯蓄世帯率を示したものが表2の通りである。基準1の定義を用いても14.2％であり，
やはり驚くべき高さである点は変わらないが，現状の定義の21.8％という数字は幅を持ってみ
るべきものであることがわかる。ちなみに，14.2％という数字は，松浦・白石（2004）が，
2002年の郵政研究所（現在，日本郵政公社・郵政総合政策研究所）「家計と貯蓄に関する調査」
を精査して得た14.90％という数字に非常に近い。基準2の4.5％は，金融広報中央委員会の定
義には矛盾したものではないが，ここまで厳密に口座が0と定義しても，なお5％近い人々が
残る。

４．無貯蓄・無資産世帯化の原因についての仮説
本節ではなぜこれほど多くの人々が金融資産を保有していない状況にあるのかについて，分
析に先立っていくつかの可能性（仮説）を考え，検討してゆくことにする。
まず，現実の制度的な要因や不確実性による偶発的な要因を考えずに，自然な状態として合
理的に無貯蓄状態を選ぶ可能性はあるだろうか。一つの可能性は，金利が非常に安く株式市場
が低迷していること等によって，金融資産の魅力が薄れ，現金を保有しているというものであ
る（現金化仮説）。また，将来の大幅な所得増が確実に期待できる場合に，所得の目いっぱい
まで消費を行っているということも考えられる（将来の保証所得増仮説）3。これは，日本的
雇用慣行を保持して高い傾斜の賃金プロファイルを持続している大企業の従業員について特に
当てはまる可能性がある。つまり，こうした人々は人的資本が多く将来的には多くの収入がほ
ぼ確実に見込めるにもかかわらず，現状の賃金は低いためにそれが制約となって所得制約のぎ
りぎりまで消費や投資を行っているのである 4。それ以外には，もちろん，タイムプリファレ
ンスの非常に高い効用関数，マイオピズムやハイパーボリックな効用関数などを想定すること
もできるし，リスク回避度についてもいろいろな想定がし得るが，ここでは検証の方法がない
ので深く触れない。
次に，現実の諸制度や制約を考えた場合の説明を考えよう。まず，第一に挙げられるのは生
活保護，あるいは今後生活保護になるためのモラルハザードである。これは，アメリカにおい
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3 これは保有資産として人的資本を考慮して消費を行っているとも考えることができる。日本的雇用慣行の下
では人的資本の生産性と実際の給与水準が，若いときには乖離しているが，後にその乖離分が保障されると
いうのが日本的な雇用慣行であるから，それを織り込んで消費していると考えられるのである。

4 また，人的資産はフロー化できないために，こうした人々は借金して消費を行うことは難しい(流動性制約)

と思われる。



ても過少貯蓄の説明として議論されたことがあり，たとえば，Hubbard, Skinner and Zeldes

(1995) が最適消費のDPシミュレーションによって明らかにしたとおりである。ただし，これ
までの先行研究から，日本の生活保護の補足率 5は最大限に見積もっても1割程度であること
が知られているから（たとえば，駒村（2003）），モラルハザードを起こす余地もアメリカほど
大きいとは想像できない。いずれにせよ，生活保護世帯自体は，定義上，無貯蓄世帯になる
（生活保護仮説，生活保護モラルハザード仮説）。
また，年金受給者については毎年の年金給付水準がほぼ確定しているので，その中で死ぬま
での生活がまかなえる場合には，金融資産を使い切ってしまうこともあり得る（年金依存仮
説）。
さらに，不確実性がある中では失業や資産デフレといったアクシデントの結果，あるいはそ
れを補う各種保険が十分に機能しなかった結果，無貯蓄世帯に陥ったという可能性がある。そ
のような十分に予期しえぬ偶発的要因として，①失業や予期せぬ所得減，予期せぬ低所得（失
業，所得減，低所得仮説），②パラサイトシングル，要介護の両親同居といった予期せぬ扶養
者増（扶養者増仮説），③住宅デフレと所得減によるローン返済圧力からの無貯蓄世帯化（住
宅ローン返済圧力仮説），等が考えられる。最後に，統計上の問題として，松浦・白石（2004）
が指摘する高所得世帯の回答拒否による見かけ上の無貯蓄世帯化という可能性も指摘できる
（高所得者回答拒否仮説）。
以上の仮説を区別することは社会保障・福祉政策を考える上では，きわめて重要である。も
し，高所得者回答拒否仮説，教育投資仮説，生活保護仮説，生活保護モラルハザード仮説，年
金依存仮説，将来の保証所得増仮説，現金化仮説のようなものが支配的であれば，それは個人
の合理的選択の結果であるから無貯蓄世帯であっても特に問題とはいえない。しかしながら，
失業・所得減仮説，扶養者増仮説，住宅ローン返済圧力仮説といった偶発的なショックによっ
てこのような無貯蓄状態になっているのであれば，あるいは何らかの政策的な対応が必要とな
るのかもしれない6。また，無資産世帯の要因についても，住宅ローン返済圧力仮説を除けば，
無貯蓄世帯化の要因とほぼ同じ可能性が考えられる。

4.1 失業・所得減・低所得仮説，扶養者増仮説
まず，第1の仮説として，失業，賃金減少などのショックによる貯蓄取崩しで無貯蓄世帯化

している可能性が挙げられる。表3は，問8「あなたのご家庭では，現在の貯蓄残高は1年前
と比べて増えましたか，あるいは減りましたか（○は一つ）」という質問の昨年の貯蓄残高か
らの変化について，無貯蓄世帯，保有世帯別のクロス表をとったものであるが，無貯蓄世帯に
おいて「減った」とした世帯が59.4％，「変わらない」とした世帯39.8％となっており，両者
とも保有世帯よりも多い。変わらないとした世帯が保有世帯の比率よりも多いことから，無貯
蓄世帯の持続性が伺われる。さて，問9は問8の回答を受けて貯蓄残高減少者に対して減った
理由を尋ねている（複数回答）が，その理由として，無貯蓄世帯と保有世帯の違いが有意に説
明できるものは「定期収入の減少」である。また，「扶養家族増」についても有意ではないも
のの無貯蓄世帯の方が回答率が多い。
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5 絶対貧困ライン以下の世帯に対する生活保護世帯の比率。
6 住宅ローンについては，資産が存在するのであれば特に問題はないとも言える。



次に，職業別の無貯蓄世帯率をみたものが，表5である。これをみると，保有世帯と無貯蓄
世帯で有意に割合に差があるものは，労務系職員，自営・商工・サービス業であり，これらの
職内の無貯蓄世帯率も高い 7。また，世帯無業率 8を無貯蓄世帯と保有世帯で比較したものが，
表6（世帯主60歳以上），7（世帯主60歳未満）である。これをみると，無業・有業と無貯蓄
世帯率の関係はそれほど顕著ではない。

4.2 高所得者回答拒否仮説
松浦・白石（2004）は，日本郵政公社・郵政総合政策研究所の「家計の金融資産の選択に関
する調査」の個票を用いて，無貯蓄世帯の増加と資産格差拡大について分析をしているが，そ
の中で，高所得者が金融資産の回答を拒否し，無貯蓄世帯が増加している可能性を指摘してい
る。つまり，事実上の回答拒否として金融資産が無いと答えているというものである。そこで，
表8は，所得階層別に保有・無貯蓄世帯を比較したものであるが，無貯蓄世帯の多い所得階層
は圧倒的に低所得者の所得階層であり，高所得者で無貯蓄帯率が上昇するという傾向は伺えな
い。もっとも，ここでみているサンプルは所得を回答しているサンプルの中での比較であり，
所得の無回答サンプルの中に高所得者が多くいる可能性もある。

4.3 生活保護仮説，生活保護モラルハザード仮説
ところで，表8において低所得者に無貯蓄世帯が多いという点は生活保護・生活保護モラル

ハザード仮説を想像させる。わが国の生活保護制度は，補足性の原則があるために，生活保護
を受けるにあたって資産を保有していることはできない。また，貯蓄に関しても，生活保護受
給者は所得の0.5ケ月分以上の貯蓄を保有することはできない。こうした生活保護世帯が無貯
蓄世帯であるならば，無貯蓄世帯化になんら不思議は無いことになる。しかしながら，同じく
生活保護受給に当たって認められない実物資産である持家の有無とのクロス表をとると，無貯
蓄世帯の実に58.4％が持家を持っており，生活保護を受けているあるいはこれから受けようと
してモラルハザードを起こしている人々が大勢であるとは考えにくい（表9）。ちなみに，こ
の調査では生活保護世帯かどうかはわからないが，保護世帯の特徴を捉える指標を用いて，保
護世帯数を推定してみよう。まず，世帯主が60歳以上の家庭については，問35「現在の生活
費は，どのような収入源によっていますか」という質問があり，「8.国や市町村などからの公
的援助」という項目がある。これに○をつけた世帯は生活保護である可能性が高いと思われる。
60歳未満については，このような明確な問は無いため，①持家無し，②金融資産無しか20万
円以下 9，③年収からの貯蓄額も20万円以下，④年間所得200万円以下 10，という基準を全て
満たすサンプルを保護世帯の可能性が高いものとした。こうして，60歳以上のサンプルを加
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7 各職業について，世帯主が無業である矛盾したサンプルが含まれていたため，そのようなサンプルは無業と
定義して職業サンプルから除いている。したがって，その他職業は，無業者を含まない定義となっている。

8 世帯無業率の定義は，世帯主・配偶者ともに働いていないとしている人々であり，その反対が有業率となっ
ている。したがって，やや有業率が高いことに注意が必要である。

9 所得の0.5ケ月分として最大限の可能性として20万円とした。
10 わが国の生活保護制度は，生活保護基準額までは働いても差額として生活保護費を受け取れるために，ほぼ

200万円程度までは就労収入がある可能性がある。ちなみに，問19の年間収入には生活保護費は定義上入っ
ていない。



えた37サンプルを推定保護世帯とする。これは，全体の1.1％，無貯蓄世帯の7％程度にしか
ならない。全体の1.1％という数字は補足率に関する先行研究とも整合的である。無貯蓄世帯
での持家率が56.4％もあること，わが国における生活保護認定の難しさを考えると，生活保護
を狙ってのモラルハザード行動という点もにわかには想像しがたい。

4.4 公的年金依存仮説，将来の保証所得増仮説
寛大な年金受給を期待して，高齢者が貯蓄を取り崩しきったことにより，無貯蓄世帯化した
可能性はあるだろうか。表11は年齢階層別の無貯蓄・保有世帯を比較したものであるが，割
合において無貯蓄世帯が有意に高いのは20代，30代であり，60歳代はむしろ低く，70歳代も
有意な差が無い。したがって，年金受給者において特に無貯蓄世帯が多いというわけではなく，
公的年金依存仮説も当てはまらないと考えられる。さて，割合において無貯蓄世帯が有意に高
いのは20代，30代が高いということは，将来の保証所得増仮説と整合的である。そこで，も
う少し細かくみるために，20代の30代サンフﾟルを取り出し，所得階層と無貯蓄・保有世帯
のクロス表を作ったものが，表12である。保証所得増仮説と整合的であるためには，比較的
既に所得が高い層か中間層である必要があると思われるが，圧倒的に無貯蓄世帯が多いのは年
収150万以下の所得階層や150万から250万の所得階層であり，仮説とは乖離がある。

4.5 現金化仮説
次に，金利が低いために，現金化して資産を持っている可能性についてはどうであろうか。
表13は手元現金額を無貯蓄世帯・保有世帯で比較したものである。無貯蓄世帯は平均17.8万
円，保有世帯は33.7万円と開きがあり，仮説と整合的ではない。もっとも無貯蓄世帯の中には
手元現金を最大900万円も持っている世帯もあることから，この仮説が完全に否定されるわけ
ではない。また，金利が低いために，実物資産化しているという可能性も理論的には考えられ
るが，現実の実物資産デフレを考えると現状では想像しにくい。11

4.6 住宅ローン返済圧力仮説
最後に，バブル期の前後に高い金利，高い賃金成長の想定の下に住宅ローンを組んだものの，
その後の所得減少や住宅資産のデフレによって住宅ローンの返済に窮し，金融資産を取り崩し
てしまっているという可能性を検討しよう。まず，表14は住宅ローンだけではなく，全体的
な借入金の状況を比較してものである。借入金総額は，無貯蓄世帯394万円，保有世帯465万
円と，無貯蓄世帯の方が低い。ただ，その内訳は，保有世帯と有意な差があるものは，公的金
融機関，貸金業者，販売会社・クレジット会社，知人・親戚となっており，より困難な状況に
直面していることがわかる。また，使途についても，教育ローンやフリーローンが保有世帯よ
りも多く，生活費等に使われていることが想像される。しかしながら，借入金が多いというの
は，無貯蓄の原因なのか，結果なのかは定かではない。両者とも苦しい生活費といった共通の
要因があるだけなのかもしれないからである。もっとも，住宅ローンについては，少なくとも
それを組んだ時点は過去のことであるから，先決内生変数として，ある程度原因か結果かわか
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11 その意味では，アメリカにおいて指摘されているように貸し金やクレジットカードの利用がしやすくなった
ことが，無貯蓄化の原因として挙げられるのかもしれない。



らないという問題は回避できていると思われる。したがって，住宅ローンの状況を次に詳しく
見てみよう。表15は，住宅ローンの返済額を持家保有世帯のみについて比較したものである。
これをみると，無貯蓄世帯の方が平均37.8万円と年間返済額は小さいものの，所得が低いため
に，住宅ローンが年間所得に占める割合は10.7％と，保有世帯の8.5％に対してやや低くなっ
ている。しかし，有意に差ではない。

５．無貯蓄・無資産選択関数の推定
5.1 推定モデル
前節では，仮説のひとつずつを主に記述統計やクロス表を用いて検討したが，それぞれの要
因は独立しているわけではなく，記述統計やクロス表では真の要因を分析することが難しい。
そこで，本節では様々な仮説を同時にコントロールした推計を行うことにする。ただ，本稿は
厳密に仮説の検証を行うというよりも事実発掘的な論文であり，結果の解釈として仮説を用い
るので，厳密に全ての仮説を反映する変数があるわけではない。具体的には，無貯蓄世帯を1，
保有世帯を0とする離散的被説明変数を用いて，ロジットモデルにより諸仮説の検証を同時に
行うことにする。検証に用いる主な説明変数は，表 16の記述統計の通りである。すなわち，
所得階級ダミー，世帯無業ダミー（世帯主60歳未満と60歳以上では年金受給者が含まれるか
どうかで異なるため，60歳未満と60歳以上の年齢階級との交差項），年齢階級ダミー，職業ダ
ミー，持ち家の有無，世帯人数，都市規模ダミー，地域ダミー，推定保護世帯，住宅ローン返
済額/所得比率である。所得階級ダミーは，「高所得者回答拒否仮説」と「失業・所得減仮説」，
無業ダミーは「失業・所得減仮説」，年齢階級ダミーは，「年金依存仮説」，「将来の保証所得増
仮説」，世帯人数は「扶養者増仮説」，推定保護世帯は「生活保護仮説」，高所得者回答拒否仮
説，教育投資仮説，生活保護仮説，生活保護モラルハザード仮説，住宅ローン返済額/所得比
率は「住宅ローン返済圧力仮説」等に対応しており，これらの係数から解釈を行うことにす
る。

5.2 推定結果
推定結果は，表 17の通りである。各係数は exponentialをとってオッズ比を表示している。

まず推定式1をみると，無業ダミーは60歳以上との交差項が正で有意であり，高齢者世帯の無
業が無貯蓄になりやすいことがわかる。また，推定式2では60歳未満との交差項も正で有意で
あり，無業と無貯蓄の関係が伺える。高齢者の無業者は年金受給者とも考えられることから，
年金依存仮説との関係もあるのかもしれない 12。所得階級別では800万円以上と所得不明者を
ベンチマークとして，中高所得者が有意にオッズ比が低くなっている。一方，150万円以下，
150万円から250万円の層はベンチマークとは有意な差が無いが，中高所得者と比較してオッ
ズ比が高いことから，やはり低所得層が無貯蓄のリスクが高いことがわかる。また，「高所得
者回答拒否仮説」は当てはまらないようである。
年齢階層では70歳以上をベンチマークとして，20，30，40代が有意にオッズ比が高く，若
年層がリスクが高いことがわかる。職業では，管理職をベンチマークとして，自営業・商工・
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12 もっともここで無業の定義は世帯主，配偶者とも働いていないというものであるから，直接的に解釈するこ
とはやや難しい。



サービス業，労務系職員，自由業，その他職業などが有意であり，これらの職業で無貯蓄化し
やすいことが伺える。また，持家は負に有意であり，持家があると無貯蓄化しにくいことが伺
える。さらに，世帯人数（扶養人数）が多いと有意に無貯蓄化しやすいことから，被扶養者増
仮説と整合的であるが，そのオッズ比は1.07と小さい13。もちろん，推定保護世帯ダミーはも
ちろん無貯蓄世帯率を有意に上げている（推定式2）。
住宅ローンの返済圧力は，持家世帯のみに関係しているため，推定式3は持家世帯に限り，
住宅ローン返済額/所得額比率を説明変数に加えて推計してみたものであるが，有意な結果と
はなっていない。これは，全体のサンプルで行っても同様である。推定保護世帯ダミーは持家
サンプルなので除いている。
無資産選択関数の推定結果である推定式4,5についてもほぼ無貯蓄と同じ傾向である。

６．近年の増加要因の分析
6.1 属性別推移
さて次に，無貯蓄・無資産世帯率における近年の増加傾向の要因について探ることにする。
具体的には1995，1999，2003年の個票データを比較して分析を行ってゆく。1995年を選択し
たのは図1でみたように無貯蓄世帯率および無資産世帯率が近年もっとも低くなっている年で
あるからである。1999年は2003年と1995年のちょうど間の年であるために選択している。ま
ず，貯蓄保有世帯について金融資産の分布をみたものが図2であるが，特に近年になって分布
の左側が厚くなってゆくということでもなく，あまり分布が変化していないことが興味深い。
つまり，貯蓄が少ない世帯が無貯蓄世帯に次々に陥ってゆくというのが一般的に想像される姿
であるが，データから見る限り，そのような傾向はうかがえない。
次に，表18から20は年齢階層，所得階層，職業別に無貯蓄世帯率の推移をみたものである。

95年対比，99年対比はそれぞれの年の無貯蓄率を1とした場合の比率であるが，驚くべきこと
に年齢階層間内，所得階層間内，職業間内でそれほど大きな差異が生じていない。つまり，低
所得者同様に高所得者も増加しているし，若年者同様に中高所得者においても増加しているの
である。95年から99年の変化と，99年から2003年の変化を見比べると，後者において特に年
齢階層間内，所得階層間内，職業間内ばらつきが小さい。これは，年齢階層間，所得階層間，
職業間で共通する要素が原因として無貯蓄世帯率・無資産世帯率が近年増加していると想像で
きる。また，無資産世帯について同様の分析をした表22から24についても同様のことが当て
はまる。ただし，無資産世帯については，無貯蓄世帯よりも年齢階層間，所得階層間，職業間
で共通する要素がやや小さい。

6.2 推計による要因分解
次に，前節のロジット推計をもとにした無貯蓄，無資産世帯率の変化の要因分解を行う。要
因分解は，男女間賃金格差の分析に用いられるBlinder-Oaxacaの分解手法を模したものである。
Blinder-Oaxacaの分解手法は，（1）式のように被説明変数を推計された係数を用いて分解する
ものであり，第一項を要素価格要因，第二項を要素量要因と解釈する。本稿の場合は，第一項
は属性内で無貯蓄・無資産に陥るリスクの変化要因，第二項を要素量要因と解釈をすることに
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13 無資産世帯ではオッズ比は1以下であり，扶養者が少ないほど無資産であるという結果となっている。



する。
さて，logitの場合，①非線形なので各係数の限界効果を算出し，それを平均値周りで評価し

なければならない点，②係数が誤差の分散と独立していない Identificationの問題があることが
ネックとなり，単純にBlinder-Oaxacaの方法を適用することはできないため，以下の工夫を行
うことにした。
まず，②の要因については，各年おなじスペックで推計をするので，各年の分散を一定と仮
定しても大きな問題はないこととし，各年度のデータをプールして同時に推計を行う 14。①非
線形性の問題については，logitの場合，確かに限界効果を計算すると説明変数に依存してしま
うが，exponentialをとってオッズ比にすると説明変数に依存しない効果が得られる。そこで，
（2）式のように，まずロジットをexponentialをとって2つの年の比をとることにする。右辺の
exponentialの中は差となるので，Blinder-Oaxaca と同様の分解を行う。最後に（3）式のように
全体を logをとると，右辺は線形に分解される。この左辺は，各年の無貯蓄世帯率のオッズの
変化率（対数オッズの差）と解釈できる。本来，各年の無貯蓄世帯率の年次間変化を分析する
のが基本ではあるが，そのオッズの年次間変化を分析することにすれば，このように簡単な分
解が可能である。

（1）

（2）

（3）

さて，分解に用いる推定結果は表24の通りである。各年ともに有意となる変数については，
無貯蓄世帯，無資産世帯ともそれほど代わらないことがわかる。2003年については，表17と
同様となっている。さて，分解の結果は無貯蓄世帯率が表25，無資産世帯率が表26の通りで
ある。まず，表25をみると，無貯蓄世帯率のオッズの1999-2003年の変化（74.1％）は，定数
項で説明されるベンチマーク要因（128.8％）が非常に大きいことがわかる。定数項は各タﾞ
ミー変数のベンチマークであるから，これは各属性間における共通変動要因が大きいことを意
味している。一方，1995-99年の変化（55.6％）についてはベンチマーク要因は-37.0とむしろ
マイナスに寄与しており，その多くは所得階層のリスク変化要因（9.8％），年齢階層のリスク
変化要因（32.4％），職業階層のリスク変化要因（22.6％），地域階層のリスク変化要因
（33.1％）が説明している。これは，各属性間で共通する要因ではなく，ベンチマークに対す
る属性間の係数の差異が，オッズを大きくする方向で寄与しているということになる。なお，
要素量はたかだか 4年の変化なので両年ともそれほど寄与はしていない。1995-99の変化と，
1999-2003年の変化は本質的に異なる要因でもたらされているという特徴が興味深い。また，
無資産世帯率のオッズの分解である表26についても，無貯蓄世帯とほぼ同様の傾向が読み取
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14 定数項については3年分のダミー変数を入れて定数項なしのモデルとした。



れる。

７．結語
本稿は金融広報中央委員会（2003）「家計の金融資産に関する世論調査」の個票を利用し，
近年急増しつづけ，平成15年には調査世帯の21.8％にも達した「無貯蓄世帯」の分析を行っ
た。これらの世帯は，リスクに備えるための金融資産を持たないいわば「丸裸」の状況にある
ため，社会保障・福祉政策の観点から見て憂慮されるべき可能性がある。また，その意味で，
より深刻である「無資産世帯」の分析をあわせて行った。
まずはじめに，21.8％という非常に高い無貯蓄世帯率について，他の質問項目からその信頼

性を精査した結果，矛盾する可能性がある質問からサンプルを落としていった場合に14.2％，
預金口座を持たないという最も厳密な定義を用いた場合に4.5％と，幅があることがわかった。
次に，無貯蓄（資産）状態に陥る理由として，合理的な要因，制度的な要因，偶発的な要因等
を整理したうえで，クロス表および logit推計によって要因を探った。その結果，無貯蓄や無
資産の選択には，失業や低所得，低年齢などが深く影響し，また職業についても無貯蓄・無資
産に陥りやすい職業があることがわかった。最後に，近年無貯蓄・無資産世帯率が増加してい
る要因について，男女間賃金格差の分解に用いられているBlinder-Oaxacaの方法を拡張した分
析を行った結果，1995-1999年の変化には各属性内におけるリスク変化要因が寄与している一
方，1999-2003年の変化では全属性に共通するような変動が大きく影響していることがわかっ
た。

参考文献
金融広報中央委員会（2003）「家計の金融資産に関する世論調査」（平成15年）調査結果の概
要
駒村康平（2003）「低所得世帯の推計と生活保護制度」『三田商学研究』46巻3号
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の急増」『資産選択と日本経済-家計からの視点』東洋経済新報社

Aizcorbe A., A.Kennickel and B.K. Moore (2003) “Recent Changes in U.S. Family Finances: Evidence

ofrm the 1998 and 2001 Survey of Consumer Finances,” Federal Reserve Bulletin, January
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図１　「家計の金融資産に関する世論調査」における無貯蓄世帯率、無資産世帯率の推移 

注）無資産世帯とは、無貯蓄世帯のうち持家資産を持っていない世帯。 
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表１　所得回答世帯と所得欠損世帯飲無貯蓄世帯率 

保有世帯は無回答者を含む。 

所得回答 
所得欠損 
全体 

無貯蓄世帯 

583
323
906

貯蓄保有世帯 

2,563
689
3,252

合計 

3,146
1,012
4,158

無貯蓄世帯率 

18.5%
31.9%
21.8%

表２　基準別無貯蓄世帯率 

現状 
基準1
基準2

無貯蓄世帯 

906
424
118

貯蓄保有世帯 

3,252
2,553
2,554

無貯蓄世帯率 

21.8%
14.2%
 4.5%

合計 

4,158
2,977
2,672
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表３　昨年の貯蓄残高からの変化（問８） 

注）上段は実数、下段は割合(%)。無貯蓄世帯の実数の肩の 
　　記号は**が1%基準、*が5%基準で貯蓄保有世帯と有意な 
　　差があることを示す。 

増えた 

変わらない 

減った 

合計 

無貯蓄世帯 

7
(0.8)

354
(39.8)

528
(59.4)

889
(100.0)

貯蓄保有世帯 

631
(19.7)

983
(30.6)

1,596
(49.7)

3,210
(100.0)

無資産世帯 

3
(0.8)

162
(44.4)

200
(54.8)

365
(100.0)

**

**

**

注）上段は回答割合、下段は標準偏差。無貯蓄世帯の実数の肩の記号は 
　　**が1%基準、*が5%基準で貯蓄保有世帯と有意な差があることを示す。 

表４　貯蓄残高減少の理由（問９） 

定期収入が減った 

土地・住宅購入 

耐久消費財購入 

子供養育費・結婚費用 

レジャー、旅行 

株式、債券相場下落 

扶養家族増加 

その他 

無貯蓄世帯 

0.702
(0.458)

0.071
(0.257)

0.194
(0.396)

0.327
(0.470)

0.054
(0.226)

0.008
(0.087)

0.069
(0.254)

0.081
(0.273)

貯蓄保有世帯 

0.568
(0.495)

0.124
(0.330)

0.295
(0.456)

0.329
(0.470)

0.102
(0.302)

0.099
(0.299)

0.056
(0.229)

0.076
(0.266)

無資産世帯 

0.656
(0.476)

0.021
(0.142)

0.174
(0.380)

0.333
(0.473)

0.082
(0.275)

0.000
(0.000)

0.092
(0.290)

0.092
(0.290)

**

**

**

 

**

**



216

表５　職業別無貯蓄世帯率 

注）上段は実数、下段は割合(%)。無貯蓄世帯の実数の肩の記号は**が1%基準、 
　　*が5%基準で貯蓄保有世帯と有意な差があることを示す。 

職業1（農林漁業） 

職業2（自営・商工・サービス業） 

職業3（事務系職員） 

職業4（労務系職員） 

職業5（管理職） 

職業6（自由業） 

職業7（その他） 

合計 

無貯蓄世帯 

27
(3.0)

176
(19.6)

106
(11.8)

282
(31.3)

45
(5.0)

28
(3.1)

236
(26.2)

900
(100.0)

貯蓄保有世帯 

137
(4.2)

514
(15.9)

691
(21.4)

579
(17.9)

423
(13.1)

80
(2.5)

812
(25.1)

3,236
(100.0)

無資産世帯 

5
(1.3)

74
(19.7)

43
(11.5)

142
(37.9)

10
(2.7)

14
(3.7)

87
(23.2)

375
(100.0)

 

**

**

**

**

表６　無業率の比較（世帯主60歳以上） 

注）上段は実数、下段は割合(%)。無貯蓄世帯の実数 
　　の肩の記号は**が1%基準、*が5%基準で貯蓄保有 
　　世帯と有意な差があることを示す。 

世帯有業 

世帯無業 

合計 

無貯蓄世帯 

806
(89.0)

100
(11.0)

906
(100.0)

貯蓄保有世帯 

2,863
(88.0)

389
(12.0)

3,252
(100.0)

無資産世帯 

347
(92.0)

30
(8.0)

377
(100.0)

表7　無業率の比較（世帯主60歳未満） 

注）上段は実数、下段は割合(%)。無貯蓄世帯の実数 
　　の肩の記号は**が1%基準、*が5%基準で貯蓄保有 
　　世帯と有意な差があることを示す。 

世帯有業 

世帯無業 

合計 

無貯蓄世帯 

886
(97.8)

20
(2.2)

906
(100.0)

貯蓄保有世帯 

3,187
(98.0)

65
(2.0)

3,252
(100.0)

無資産世帯 

363
(96.3)

14
(3.7)

377
(100.0)
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表８　所得階層の比較 

注）上段は実数、下段は割合(%)。無貯蓄世帯の実数の肩の記号は**が 
　　1%基準、*が5%基準で貯蓄保有世帯と有意な差があることを示す。 

150万未満 

150万以上250万未満 

250万以上350万未満 

350万以上450万未満 

450万以上600万未満 

600万以上800万未満 

800万以上1200万未満 

1200万以上 

合計 

無貯蓄世帯 

63
(10.9)

117
(20.3)

159
(27.6)

94
(16.3)

66
(11.4)

51
(8.8)

22
(3.8)

5
(0.9)

577
(100.0)

貯蓄保有世帯 

113
(4.4)

248
(9.7)

419
(16.4)

464
(18.2)

479
(18.7)

448
(17.5)

293
(11.5)

92
(3.6)

2,556
(100.0)

無資産世帯 

31
(12.7)

54
(22.1)

79
(32.4)

30
(12.3)

31
(12.7)

17
(7.0)

2
(0.8)

0
(0.0)

244
(100.0)

**

**

**

**

**

**

**

**

表９　持家の有無の比較 

注）上段は実数、下段は割合(%)。無貯蓄世帯の実数の肩 
　　の記号は**が1%基準、*が5%基準で貯蓄保有世帯と有 
　　意な差があることを示す。 

持家有り 

持家無し 

合計 

無貯蓄世帯 

529
(58.4)

377
(41.6)

906
(100.0)

貯蓄保有世帯 

2,464
(75.8)

788
(24.2)

3,252
(100.0)

無資産世帯 

0
(0.0)

377
(100.0)

377
(100.0)

**

**

表10　生活保護世帯の推定 

注）上段は実数、下段は割合(%)。無貯蓄世帯の実数の肩の記号 
　　は**が1%基準、*が5%基準で貯蓄保有世帯と有意な差がある 
　　ことを示す。 

保護世帯と推測 

それ以外 

合計 

無貯蓄世帯 

37
(4.1)

869
(95.9)

906
(100.0)

貯蓄保有世帯 

10
(0.3)

3,242
(99.7)

3,252
(100.0)

無資産世帯 

32
(8.5)

345
(91.5)

377
(100.0)

**

**
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表11　年齢階層の比較 

注）上段は実数、下段は割合(%)。無貯蓄世帯の実数の肩 
　　の記号は**が1%基準、*が5%基準で貯蓄保有世帯と有 
　　意な差があることを示す。 

20歳代 

30歳代 

40歳代 

50歳代 

60-64歳 

65-69歳 

70歳以上 

合計 

無貯蓄世帯 

46
(5.1)

145
(16.0)

181
(20.0)

230
(25.4)

105
(11.6)

81
(8.9)

118
(13.0)

906
(100.0)

貯蓄保有世帯 

77
(2.4)

429
(13.2)

611
(18.8)

876
(26.9)

408
(12.6)

348
(10.7)

503
(15.5)

3,252
(100.0)

無資産世帯 

37
(9.8)

102
(27.1)

82
(21.8)

72
(19.1)

26
(6.9)

29
(7.7)

29
(7.7)

377
(100.0)

**

*

表12　20・30歳代の所得階級別の保有・無貯蓄世帯の比較 

注）上段は実数、下段は割合(%)であり、各所得階級別の合計に 
　　対する割合をとっている。 

150万未満 

150万以上250万未満 

250万以上350万未満 

350万以上450万未満 

450万以上600万未満 

600万以上800万未満 

800万以上1200万未満 

1200万以上 

合計 

無貯蓄世帯 

13
(59.1)

23
(47.9)

46
(38.0)

27
(20.8)

13
(11.5)

5
(7.7)

2
(12.5)

0
(0.0)

129
(25.0)

貯蓄保有世帯 

9
(40.9)

25
(52.1)

75
(62.0)

103
(79.2)

100
(88.5)

60
(92.3)

14
(87.5)

2
(100.0)

388
(75.1)

合計 

22
(100.0)

48
(100.0)

121
(100.0)

130
(100.0)

113
(100.0)

65
(100.0)

16
(100.0)

2
(100.0)

517
(100.0)
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表13　手元現金額の比較 

無貯蓄世帯 
貯蓄保有世帯 
無資産世帯 

平均値 

17.8
33.8
15.0

標準偏差 

59.6
88.5
49.9

最小値 

0.0
0.0
0.0

最大値 

900.0
900.0
500.0

注）上段は回答割合、下段は標準偏差。無貯蓄世帯の実数の肩の記号は**が1%基準、 
　　*が5%基準で貯蓄保有世帯と有意な差があることを示す。 

表14　借入金とその内訳の比較 

借入金額残高合計 

借り入れ先の内訳 
　うち公的金融機関 

　うち民間金融機関 

　うち販売会社・クレジット会社等 

　うち貸金業者 

　うち勤務先 

　うち親類・知人 

　うちその他 

使途の内訳 
　住宅ローン残高 

　教育ローン残高 

　フリーローン残高 

無貯蓄世帯 

396.4
(967.8)

183.7
(670.4)

159.0
(593.4)

19.3
(123.2)

7.8
(49.7)

6.8
(85.0)

8.8
(58.4)

2.0
(33.2)

323.6
(894.5)

7.8
(43.9)

34.0
(115.6)

貯蓄保有世帯 

464.9
(1,261.6)

162.2
(573.5)

256.7
(1,059.1)

10.3
(91.5)

0.9
(30.7)

15.6
(121.7)

5.9
(76.5)

1.5
(27.8)

402.9
(1,142.9)

5.5
(43.9)

18.5
(152.6)

無資産世帯 

88.8
(267.3)

11.3
(80.2)

31.9
(193.7)

21.1
(62.1)

12.2
(60.8)

1.9
(23.6)

7.3
(47.5)

0.5
(4.9)

18.0
(180.1)

7.3
(35.0)

37.9
(113.3)

**

　 

　 

**

**

*

**

　 

**

**

**

表15　住宅ローン返済額の比較 

注）上段は回答割合、下段は標準偏差。無貯蓄世帯の 
　　実数の肩の記号は**が1%基準、*が5%基準で貯蓄 
　　保有世帯と有意な差があることを示す。 

住宅ローン年間返済額 

住宅ローン/所得比率 

無貯蓄世帯 

37.8
(87.3)

0.107
(0.3)

貯蓄保有世帯 

39.9
(95.9)

0.085
(0.3)
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表16　記述統計 

無貯蓄世帯 
非持家世帯 
無資産世帯 
無業世帯（世帯主60歳以上） 
無業世帯（世帯主60歳未満） 
150万未満 
150万以上250万未満 
250万以上350万未満 
350万以上450万未満 
450万以上600万未満 
600万以上800万未満 
800万以上 
所得不明世帯 
20歳代 
30歳代 
40歳代 
50歳代 
60-64歳 
65-69歳 
70歳代 
職業1（農林水産業） 
職業2（自営・商工・サービス業） 
職業3（事務系職員） 
職業4（労務系職員） 
職業5（管理職） 
職業6（自由業） 
職業7（その他） 
世帯人数 
持家 
地域ダミー1
地域ダミー2
地域ダミー3
地域ダミー4
地域ダミー5
地域ダミー6
地域ダミー7
地域ダミー8
地域ダミー9
都市規模1
都市規模2
都市規模3
都市規模4
都市規模5
都市規模6
住宅ローン返済額/所得比率 
推定保護世帯 

平均値 

0.2178932
0.2801828
0.0906686
0.1176046
0.0204425
0.042328 
0.0877826
0.1390091
0.1341991
0.1310726
0.1200096
0.0990861
0.2465127
0.0295815
0.1380471
0.1904762
0.2659933
0.1233766
0.1031746
0.1493506
0.033189 
0.1558442
0.1885522
0.2000962
0.1111111
0.024531 
0.1445406
3.504819 
0.7198172
0.0567581
0.0757576
0.3001443
0.040885 
0.1428571
0.1738817
0.0608466
0.0367965
0.1120731
0.2099567
0.3739779
0.1236171
0.0658971
0.015392 
0.2111592
0.0665896
0.0113035

最小値 

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

最大値 

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
7
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
5
1

標準偏差 

0.4128641
0.4491424
0.2871718
0.3221781
0.1415254
0.2013607
0.2830125
0.3459977
0.3409071
0.3375204
0.3250119
0.2988135
0.4310324
0.1694502
0.3449909
0.392724 
0.4419138
0.3289086
0.3042234
0.3564766
0.1791514
0.3627512
0.3911995
0.4001202
0.3143075
0.1547094
0.3516794
1.31636  
0.4491424
0.2314076
0.2646417
0.4583756
0.1980477
0.3499692
0.3790533
0.2390774
0.1882846
0.3154943
0.4073264
0.483916 
0.3291838
0.2481319
0.1231209
0.4081802
0.2286997
0.1057281
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注）logitによる推計。定数項は表示していない。係数はexponentialをとってodds比を表示している。()内はz値である。 
　　Odds比の右肩の表示は、**が1%基準で有意、*が5%基準で有意であることを示す。ダミー変数のベンチマークは、所得 
　　が800万円以上及び所得不明、年齢が70歳、職業が職業5（管理職）、地域ダミー9、都市規模6。 

表17　無貯蓄、無資産選択関数の推定1

被説明変数 

無業（60歳以上） 

無業（60歳未満） 

150万未満 

150万以上250万未満 

250万以上350万未満 

350万以上450万未満 

450万以上600万未満 

600万以上800万未満 

20歳代 

30歳代 

40歳代 

50歳代 

60-64歳 

65-69歳 

職業1（農林水産業） 

職業2（自営・商工・サービス業） 

職業3（事務系職員） 

職業4（労務系職員） 

職業6（自由業） 

職業7（その他） 

世帯人数 

地域ダミー1

地域ダミー2

地域ダミー3

地域ダミー4

地域ダミー5

地域ダミー6

地域ダミー7

地域ダミー8

都市規模1

都市規模2

都市規模3

都市規模4

都市規模5

持家 

住宅ローン返済額/所得比率 

推定保護世帯 

Pseudo R2
サンプル数 
Log likelihood

推定式1
無貯蓄世帯　　　 
odds比 

3.08
(4.95)
1.76
(1.83)
1.46
(2.10)
1.20
(1.33)
0.94

(-0.55)
0.52

(-4.89)
0.39

(-6.33)
0.38

(-5.80)
1.78
(2.22)
1.64
(2.57)
1.84
(3.39)
1.48
(2.34)
1.22
(1.20)
1.01
(0.05)
1.95
(2.31)
2.99
(6.01)
1.21
(1.01)
3.72
(7.43)
2.84
(3.67)
2.97
(5.38)
1.07
(1.97)
1.03
(0.17)
0.90

(-0.64)
0.66

(-3.07)
0.75

(-1.31)
0.41

(-5.40)
0.62

(-3.26)
0.55

(-3.03)
0.59

(-2.21)
0.77

(-1.99)
0.97

(-0.25)
1.15
(1.01)
0.85

(-0.88)
0.84

(-0.52)
0.49

(-7.59)

－ 

－ 

0.1
4150

-1958.7841

**

*

**

**

**

*

**

**

*

*

**

**

**

**

*

**

**

**

**

*

*

**

推定式2
無貯蓄世帯　　　 
odds比 

3.13
(5.01)
1.94
(2.14)
1.29
(1.36)
1.18
(1.19)
0.99

(-0.05)
0.53

(-4.69)
0.39

(-6.29)
0.37

(-6.00)
2.64
(3.78)
2.29
(4.41)
2.19
(4.37)
1.63
(2.90)
1.25
(1.38)
1.05
(0.31)
1.95
(2.30)
3.15
(6.31)
1.26
(1.20)
3.92
(7.73)
3.19
(4.12)
3.08
(5.54)
1.06
(1.62)
0.97

(-0.15)
0.88

(-0.77)
0.65

(-3.22)
0.67

(-1.84)
0.39

(-5.76)
0.58

(-3.73)
0.54

(-3.13)
0.58

(-2.34)
0.86

(-1.18)
1.06
(0.50)
1.16
(1.05)
0.89

(-0.63)
0.89

(-0.35)
－ 

－ 

8.84
(5.70)

0.0962
4150

-1967.0716

**

*

**

**

**

**

**

**

**

*

**

**

**

**

**

**

**

**

*

**

推定式3
無貯蓄世帯（持家）        
odds比 

2.56
(3.52)
0.80

(-0.48)
1.42
(1.39)
1.19
(1.00)
0.92

(-0.51)
0.64

(-2.69)
0.33

(-5.54)
0.36

(-5.16)
7.17
(3.68)
1.80
(2.24)
1.64
(2.27)
1.44
(1.87)
1.18
(0.88)
0.85

(-0.85)
1.54
(1.33)
2.34
(3.93)
1.33
(1.23)
3.22
(5.56)
2.53
(2.59)
2.58
(3.90)
1.09
(2.05)
0.90

(-0.46)
0.96

(-0.18)
0.70

(-2.05)
0.84

(-0.72)
0.45

(-3.96)
0.60

(-2.66)
0.50

(-2.61)
0.63

(-1.58)
0.70

(-2.09)
0.95

(-0.42)
1.26
(1.37)
0.80

(-1.00)
1.04
(0.12)
－ 

1.21
(1.04)

－ 

0.0717
2987

-1293.3878

**

**

**

**

**

*

*

**

**

**

**

*

*

**

**

**

*

推定式4
無貯蓄世帯　　　 
odds比 

4.82
(3.90)
5.26
(3.80)
1.95
(2.80)
1.45
(1.91)
1.17
(0.95)
0.42

(-4.02)
0.50

(-3.18)
0.37

(-3.64)
10.13
(6.87)
8.93
(7.48)
5.19
(5.58)
2.39
(3.03)
1.27
(0.82)
1.61
(1.71)
2.59
(1.69)
4.97
(4.93)
1.49
(1.17)
5.74
(5.50)
5.54
(3.90)
5.05
(4.55)
0.90

(-1.96)
0.85

(-0.69)
0.62

(-1.93)
0.52

(-3.57)
0.12

(-3.56)
0.26

(-5.37)
0.45

(-3.96)
0.61

(-1.90)
0.51

(-2.02)
1.52
(2.15)
1.55
(2.54)
1.34
(1.35)
1.23
(0.79)
0.53

(-1.00)
－ 

－ 

－ 

0.1541
4150

-1068.8367

**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

*

**

**

**

**

*

*

推定式5
無資産世帯　　　 
odds比 

4.78
(3.82)
5.80
(3.98)
1.27
(0.90)
1.25
(1.09)
1.23
(1.23)
0.44

(-3.80)
0.52

(-3.02)
0.38

(-3.52)
9.81
(6.49)
9.17
(7.31)
5.63
(5.67)
2.61
(3.22)
1.43
(1.17)
1.81
(2.04)
2.57
(1.64)
5.25
(5.06)
1.49
(1.16)
5.90
(5.53)
5.96
(4.06)
4.84
(4.36)
0.92

(-1.65)
0.86

(-0.59)
0.65

(-1.69)
0.55

(-3.22)
0.13

(-3.39)
0.28

(-5.07)
0.45

(-3.83)
0.62

(-1.81)
0.51

(-1.95)
1.58
(2.31)
1.61
(2.69)
1.19
(0.74)
1.25
(0.82)
0.65

(-0.67)
－ 

－ 

17.53
(7.55)

0.1782
4150

-1038.4157

**

**

**

**

**

**

**

**

**

*

**

**

**

**

**

**

**

**

*

**

**
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図２　貯蓄保有世帯における金融資産保有額の分布の推移 

注）各年齢階層別の無貯蓄者（金融資産非保持者）の割合を各年別 
　　にとったもの。95年対比は、95年を1とした場合の各年の無貯 
　　蓄者割合の比率。99年対比も同様。（）は標準偏差。 

表18　無貯蓄世帯率の年齢階層別推移 

20歳代 

30歳代 

40歳代 

50歳代 

60-64歳 

65-69歳 

70歳以上 

1995年 

0.147
(0.355)
0.084
(0.277)
0.074
(0.262)
0.074
(0.262)
0.075
(0.264)
0.064
(0.245)
0.090
(0.286)

1999年 

0.260
(0.440)
0.133
(0.340)
0.136
(0.343)
0.125
(0.331)
0.101
(0.301)
0.086
(0.280)
0.083
(0.276)

2003年 

0.374
(0.486)
0.253
(0.435)
0.229
(0.420)
0.208
(0.406)
0.205
(0.404)
0.189
(0.392)
0.190
(0.393)

95年対比 

1.8

1.6

1.8

1.7

1.3

1.3

0.9

99年対比 

1.4

1.9

1.7

1.7

2.0

2.2

2.3
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どのような人々が無貯蓄，無資産世帯化しているのか？（鈴木）

注）各所得階層別の無貯蓄者（金融資産非保持者）の割合を各年別にとっ 
　　たもの。95年対比は、95年を1とした場合の各年の無貯蓄者割合の比率。 
　　99年対比も同様。（）は標準偏差。 

表19　無貯蓄世帯率の所得階層別推移 

150万未満 

150-250万未満 

250-350万未満 

350-450万未満 

450-600万未満 

600-800万未満 

800-1200万未満 

1200万以上 

所得不明 

1995年 

0.147
(0.356)
0.202
(0.402)
0.081
(0.273)
0.070
(0.255)
0.031
(0.174)
0.025
(0.155)
0.015
(0.122)
0.011
(0.105)
0.148
(0.355)

1999年 

0.344
(0.479)
0.189
(0.393)
0.106
(0.308)
0.097
(0.296)
0.072
(0.259)
0.059
(0.236)
0.040
(0.196)
0.025
(0.157)
0.212
(0.409)

2003年 

0.358
(0.481)
0.321
(0.467)
0.275
(0.447)
0.168
(0.375)
0.121
(0.327)
0.102
(0.303)
0.070
(0.255)
0.052
(0.222)
0.321
(0.467)

95年対比 

2.3

0.9

1.3

1.4

2.3

2.4

2.6

2.2

1.4

99年対比 

1.0

1.7

2.6

1.7

1.7

1.7

1.7

2.1

1.5

注）各職業別の無貯蓄者（金融資産非保持者）の割合を各年別にとったもの。95年 
　　対比は、95年を1とした場合の各年の無貯蓄者割合の比率。99年対比も同様。 
　　（）は標準偏差。 

表20　無貯蓄世帯率の職業別推移 

農林漁業者 

自営・商工・サービス業主 

事務系職員 

労務系職員 

管理職 

自由業 

その他の職種 

無職（60歳以上） 

無職（60歳未満） 

1995年 

0.098
(0.298)
0.081
(0.273)
0.047
(0.212)
0.091
(0.287)
0.036
(0.187)
0.152
(0.360)
0.094
(0.292)
0.098
(0.298)
0.087
(0.284)

1999年 

0.157
(0.365)
0.147
(0.354)
0.070
(0.256)
0.142
(0.349)
0.052
(0.223)
0.175
(0.382)
0.148
(0.355)
0.089
(0.285)
0.097
(0.298)

2003年 

0.181
(0.387)
0.261
(0.439)
0.133
(0.339)
0.334
(0.472)
0.095
(0.294)
0.255
(0.438)
0.225
(0.418)
0.204
(0.404)
0.235
(0.427)

95年対比 

1.6

1.8

1.5

1.6

1.5

1.2

1.6

0.9

1.1

99年対比 

1.2

1.8

1.9

2.4

1.8

1.5

1.5

2.3

2.4
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注）各職業別の無資産者の割合を各年別にとったもの。95年対比 
　　は、95年を1とした場合の各年の無資産者割合の比率。99年対 
　　比も同様。（）は標準偏差。 

表21　無資産世帯率の年齢階層別推移 

20歳代 

30歳代 

40歳代 

50歳代 

60-64歳 

65-69歳 

70歳以上 

1995年 

0.133
(0.341)
0.053
(0.224)
0.035
(0.185)
0.021
(0.144)
0.017
(0.130)
0.023
(0.150)
0.011
(0.105)

1999年 

0.229
(0.422)
0.079
(0.270)
0.051
(0.221)
0.037
(0.188)
0.024
(0.154)
0.014
(0.119)
0.014
(0.117)

2003年 

0.301
(0.460)
0.178
(0.383)
0.104
(0.305)
0.065
(0.247)
0.051
(0.220)
0.068
(0.251)
0.047
(0.211)

95年対比 

1.7

1.5

1.5

1.7

1.4

0.6

1.2

99年対比 

1.3

2.3

2.0

1.8

2.1

4.7

3.4

注）各職業別の無資産者の割合を各年別にとったもの。95年対比は、95年 
　　を1とした場合の各年の無資産者割合の比率。99年対比も同様。 
　　（）は標準偏差。 

表22　無資産世帯率の所得階層別推移 

150万未満 

150-250万未満 

250-350万未満 

350-450万未満 

450-600万未満 

600-800万未満 

800-1200万未満 

1200万以上 

所得不明 

1995年 

0.040
(0.197)
0.103
(0.305)
0.045
(0.207)
0.030
(0.171)
0.009
(0.096)
0.005
(0.068)
0.002
(0.047)
0.000
(0.000)
0.062
(0.242)

1999年 

0.156
(0.366)
0.124
(0.331)
0.048
(0.214)
0.040
(0.196)
0.021
(0.143)
0.014
(0.116)
0.011
(0.102)
0.000
(0.000)
0.074
(0.262)

2003年 

0.176
(0.382)
0.148
(0.356)
0.137
(0.344)
0.054
(0.226)
0.057
(0.232)
0.034
(0.182)
0.006
(0.080)
0.000
(0.000)
0.130
(0.336)

95年対比 

3.9

1.2

1.1

1.3

2.2

2.9

4.9

－ 

1.2

99年対比 

1.1

1.2

2.9

1.3

2.7

2.5

0.6

－ 

1.8
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どのような人々が無貯蓄，無資産世帯化しているのか？（鈴木）

注）各職業別の無資産者の割合を各年別にとったもの。95年対比は、95年を1とした 
　　場合の各年の無資産者割合の比率。99年対比も同様。（）は標準偏差。 

表23　無資産世帯率の職業別推移 

農林漁業者 

自営・商工・サービス業主 

事務系職員 

労務系職員 

管理職 

自由業 

その他の職種 

無職（60歳以上） 

無職（60歳未満） 

1995年 

0.012
(0.110)
0.034
(0.180)
0.024
(0.152)
0.045
(0.208)
0.014
(0.119)
0.061
(0.240)
0.048
(0.215)
0.019
(0.137)
0.010
(0.099)

1999年 

0.010
(0.099)
0.047
(0.212)
0.027
(0.161)
0.053
(0.224)
0.020
(0.141)
0.088
(0.284)
0.075
(0.263)
0.020
(0.140)
0.042
(0.201)

2003年 

0.036
(0.188)
0.114
(0.318)
0.055
(0.228)
0.169
(0.375)
0.022
(0.146)
0.118
(0.324)
0.077
(0.266)
0.061
(0.240)
0.165
(0.373)

95年対比 

0.8

1.4

1.1

1.2

1.4

1.4

1.5

1.1

4.3

99年対比 

3.7

2.4

2.1

3.2

1.1

1.3

1.0

3.1

4.0
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表24　無貯蓄、無資産選択関数の推定2

注）logitによる推計（定数項なし）係数の右肩の表示は、**が1%基準で有意、*が5%基準で有意であることを示す。()内はｚ値。ダミー変数のベンチマ 
　　ークは、所得が800万円以上及び所得不明、年齢が70歳、職業が職業5（管理職）、地域ダミー9、都市規模6。 

 

 
年ダミー 

無業（60歳以上） 

無業（60歳未満） 

150万未満 

150万以上250万未満 

250万以上350万未満 

350万以上450万未満 

450万以上600万未満 

600万以上800万未満 

20歳代 

30歳代 

40歳代 

50歳代 

60-64歳 

65-69歳 

職業1（農林水産業） 

職業2（自営・商工・サービス業） 

職業3（事務系職員） 

職業4（労務系職員） 

職業6（自由業） 

職業7（その他） 

世帯人数 

地域ダミー1

地域ダミー2

地域ダミー3

地域ダミー4

地域ダミー5

地域ダミー6

地域ダミー7

地域ダミー8

都市規模1

都市規模2

都市規模3

都市規模4

都市規模5

持家 

サンプル数 
Log likelihood

 

1995年の変数 
-2.473988
(-5.77)
1.205706
(3.57)

0.6381561
(1.54)

0.2675657
(0.77)

0.7108147
(3.36)

-0.4402177
(-1.93)

-0.6149309
(-3.08)

-1.375492
(-5.63)

-1.447754
(-5.41)

0.9807047
(2.81)

0.6051931
(2.12)

0.4981161
(1.87)

0.4709491
(1.80)

0.1747418
(0.65)

-0.1410725
(-0.49)

0.7174466
(1.96)

0.6388195
(2.57)

0.1537531
(0.54)

0.781364
(3.14)

1.410056
(4.26)

0.9360626
(3.60)

0.0253725
(0.55)

-0.3352263
(-1.13)

0.0159719
(0.07)

-0.4245582
(-2.19)

-0.461211
(-1.45)

-0.4106021
(-1.88)

-0.7082466
(-3.16)

-0.8064621
(-2.66)

-0.8116941
(-2.29)

-0.2951417
(-1.55)

-0.2921027
(-1.75)

-0.3313856
(-1.44)

0.2408267
(1.17)

0.2608751
(0.70)

-0.4142076
(-3.03)

 

 
**

**

**

**

**

**

**

*

*

**

**

**

**

*

**

**

*

**

推定式6（無貯蓄） 

続き 

1999年の変数 
-2.84411
(-7.81)
1.220478
(4.16)

0.4661346
(1.04)

0.9764452
(3.40)

0.1828978
(0.89)

-0.5206988
(-3.05)

-0.6306778
(-3.62)

-0.9298777
(-5.39)
-1.02459
(-5.41)
1.467991
(4.92)

0.8626532
(3.56)

0.9991484
(4.47)

0.8852434
(4.08)

0.3752131
(1.69)

0.1475262
(0.61)

1.587061
(5.45)

1.095721
(4.91)

0.215832
(0.83)

0.9884823
(4.47)

1.442076
(4.77)

1.241841
(5.64)

0.0176718
(0.45)

-0.1459136
(-0.59)

-0.248108
(-0.98)

-0.2232958
(-1.24)

-0.1489172
(-0.63)

0.0746999
(0.38)

-0.2239977
(-1.10)

0.0017167
(0.01)

0.1348705
(0.60)

-0.2753267
(-1.69)

-0.1134608
(-0.89)

-0.3396551
(-1.81)

0.1419438
(0.76)

-0.021468
(-0.06)

-0.5093492
(-4.46)

 

 
**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

続き 

2003年の変数 
-1.556348
(-5.40)
1.125089
(4.95)

0.5677521
(1.83)

0.3779307
(2.10)

0.1854594
(1.32)

-0.0660426
(-0.55)

-0.6602187
(-4.89)

-0.9531846
(-6.33)

-0.9619909
(-5.80)
0.5767238
(2.22)

0.4970659
(2.57)

0.6118499
(3.39)

0.3918297
(2.34)

0.1962969
(1.20)

0.0084027
(0.05)

0.6695485
(2.31)
1.094015
(6.01)

0.1939136
(1.01)
1.312988
(7.43)
1.044619
(3.67)
1.087535
(5.38)

0.0660994
(1.97)

0.0307759
(0.17)

-0.1102593
(-0.64)
-0.412885
(-3.07)

-0.2905072
(-1.31)

-0.8805535
(-5.40)

-0.4822972
(-3.26)

-0.6021986
(-3.03)
-0.519471
(-2.21)

-0.2658111
(-1.99)

-0.0279121
(-0.25)
0.1422
(1.01)

-0.1567548
(-0.88)

-0.1703199
(-0.52)

-0.7084232
(-7.59)

12645
-2246.9976

 

 
**

**

*

**

**

**

*

**

**

*

*

**

**

**

**

*

**

**

**

**

*

*

**

 

1995年の変数 
-4.483167
(-5.76)
0.6680857
(1.06)

-0.4867658
(-0.46)

-0.0288469
(-0.05)
1.088453
(3.74)

-0.1096167
(-0.35)

-0.7275847
(-2.42)
-1.730212
(-4.00)
-2.18818
(-3.69)
3.063824
(4.96)
2.468716
(4.16)
2.170536
(3.65)
1.452092
(2.42)

0.7925864
(1.25)
1.014753
(1.65)
0.102549
(0.12)

0.7096703
(1.78)

0.1557181
(0.35)

0.9160949
(2.33)
1.293198
(2.50)
1.216215
(3.02)

-0.1897881
(-2.26)
0.0640743
(0.16)

-0.4219629
(-1.00)

-0.4815591
(-1.67)
-1.482143
(-1.96)

-0.7359235
(-2.05)
-0.441639
(-1.41)
-1.000977
(-2.07)

-0.4886832
(-0.99)
0.1172106
(0.41)

0.0724086
(0.28)

-0.2719313
(-0.70)
0.2509622
(0.68)

-0.0320982
(-0.04)

 

 
**

**

*

**

**

**

**

**

*

*

*

**

*

*

*

*

推定式7（無資産） 

続き 

1999年の変数 
-5.342024
(-8.09)
1.147805
(2.11)

0.4797074
(0.71)
1.27488
(3.19)
1.220472
(4.49)

-0.2096117
(-0.82)

-0.4640061
(-1.71)
-1.028183
(-3.35)
-1.355753
(-3.61)
3.68374
(7.38)
2.705266
(5.70)
2.304934
(4.87)
1.786917
(3.79)
0.856914
(1.77)
0.119952
(0.21)

-0.1826511
(-0.23)
0.7702945
(2.10)

-0.0898799
(-0.21)
0.6033347
(1.68)
1.613352
(3.62)
1.460392
(4.23)

-0.0834659
(-1.22)
0.048035
(0.13)

-0.1924177
(-0.44)

-0.0716377
(-0.24)

-0.1516363
(-0.37)
0.3569028
(1.11)

0.1140525
(0.36)

0.0903519
(0.23)

-0.2243295
(-0.54)

-0.1669226
(-0.63)
0.2043457
(0.99)

-0.0391553
(-0.13)

-0.2099809
(-0.60)
0.3720571
(0.66)

 

 
**

*

**

**

**

**

**

**

**

**

*

**

**

続き 

2003年の変数 
-3.965815
(-8.47)
1.572947
(3.90)
1.659736
(3.80)

0.6653546
(2.80)

0.3692275
(1.91)

0.1579118
(0.95)

-0.872191
(-4.02)

-0.6835688
(-3.18)

-0.9891021
(-3.64)
2.315246
(6.87)
2.189692
(7.48)
1.646783
(5.58)

0.8729534
(3.03)
0.242283
(0.82)
0.477748
(1.71)
0.950584
(1.69)
1.602637
(4.93)

0.3994423
(1.17)
1.747049
(5.50)
1.711817
(3.90)
1.618789
(4.55)

-0.1037523
(-1.96)

-0.1683198
(-0.69)

-0.4777048
(-1.93)

-0.6475348
(-3.57)
-2.159062
(-3.56)
-1.337844
(-5.37)

-0.8069852
(-3.96)

-0.4981918
(-1.90)
-0.678856
(-2.02)
0.417879
(2.15)

0.4388572
(2.54)

0.2952523
(1.35)

0.2091012
(0.79)

-0.6347919
(-1.00)

12645
-4473.0549

 

 
**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

**

*

**

*

**

**

**

*

**

**

**

**

*

*

*
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どのような人々が無貯蓄，無資産世帯化しているのか？（鈴木）

表25　無貯蓄世帯オッズの変化率とその分解 

 

全変化 
ベンチマーク（共通変動要因） 
無業要因 
所得階層要因 
年齢階層要因 
職業要因 
地域要因 
都市規模要因 
世帯人数要因 
持家要因 

　詳細 
無業（60歳以上） 
無業（60歳未満） 
150万未満 
150万以上250万未満 
250万以上350万未満 
350万以上450万未満 
450万以上600万未満 
600万以上800万未満 
20歳代 
30歳代 
40歳代 
50歳代 
60-64歳 
65-69歳 
職業1（農林水産業） 
職業2（自営・商工・サービス業） 
職業3（事務系職員） 
職業4（労務系職員） 
職業6（自由業） 
職業7（その他） 
世帯人数 
地域ダミー1
地域ダミー2
地域ダミー3
地域ダミー4
地域ダミー5
地域ダミー6
地域ダミー7
地域ダミー8
都市規模1
都市規模2
都市規模3
都市規模4
都市規模5
持家 

(Bt -Bt-1 )Xt

74.1
128.8
-0.9
3.9
-31.8
-0.2
-28.4
7.2
17.0
-14.3

 
-1.1
0.2
-2.5
0.0
6.3
-0.4
-0.3
0.8
-2.6
-5.0
-7.4
-13.1
-2.2
-1.4
-3.0
0.0
-0.4
6.5
-1.0
-2.2
17.0
1.0
1.0
-5.7
-0.6
-13.6
-4.5
-3.7
-2.4
0.2
3.2
6.0
-2.0
-0.2
-14.3

Bt -1*(X t -Xt-1 )

 

1.7
3.8
-2.9
-9.1
-0.5
-1.0
-0.2
1.4

 
1.5
0.2
2.7
0.7
-1.4
-1.4
1.3
1.9
-0.2
0.4
-2.8
-0.1
-0.4
0.1
-2.3
-0.4
1.4
1.4
-1.1
-8.1
-0.2
0.1
-0.5
0.2
0.4
0.2
-0.5
0.0
-0.4
-0.4
0.0
-0.5
-0.2
0.0
1.4

(Bt -Bt-1 )Xt

55.6
-37.0
-0.1
9.8
32.4
22.6
33.1
5.6
-2.8
-7.1

 
0.2
-0.3
1.1
-2.5
-0.9
-0.2
6.5
5.9
1.5
3.4
10.9
11.1
2.7
2.8
4.1
7.3
0.8
3.8
0.1
6.4
-2.8
1.2
-1.5
6.2
2.2
5.9
7.3
5.4
6.4
0.4
6.6
-0.1
-0.8
-0.5
-7.1

Bt -1*(X t -Xt-1 )

 

3.2
2.1
-3.3
2.6
-2.0
-1.1
-0.3
-2.2

 
3.7
-0.5
-0.1
-0.1
-1.5
0.5
0.9
2.3
-0.5
-1.2
-1.9
-0.1
0.4
-0.1
0.6
-2.0
-0.4
-0.2
0.1
4.5
-0.3
-0.5
0.0
-0.4
-1.0
0.9
1.3
0.2
-2.3
0.6
-1.2
0.1
-0.4
0.0
-2.2

1999年-1995年のオッズの変化率 2003年-1999年のオッズの変化率 
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表26　無資産世帯オッズの変化率とその分解 

 

全変化 
ベンチマーク（共通変動要因） 
無業要因 
所得階層要因 
年齢階層要因 
職業要因 
地域要因 
都市規模要因 
世帯人数要因 

　詳細 
無業（60歳以上） 
無業（60歳未満） 
150万未満 
150万以上250万未満 
250万以上350万未満 
350万以上450万未満 
450万以上600万未満 
600万以上800万未満 
20歳代 
30歳代 
40歳代 
50歳代 
60-64歳 
65-69歳 
職業1（農林水産業） 
職業2（自営・商工・サービス業） 
職業3（事務系職員） 
職業4（労務系職員） 
職業6（自由業） 
職業7（その他） 
世帯人数 
地域ダミー1
地域ダミー2
地域ダミー3
地域ダミー4
地域ダミー5
地域ダミー6
地域ダミー7
地域ダミー8
都市規模1
都市規模2
都市規模3
都市規模4
都市規模5

(Bt -Bt-1 )Xt

86.2
137.6
7.4
-1.5
-51.9
51.4
-74.4
26.4
-7.1

 
5.0
2.4
-2.6
-7.5
5.1
-5.5
4.5
4.4
-4.0
-7.1
-12.5
-24.3
-7.6
3.7
3.8
13.0
9.2
22.9
0.2
2.3
-7.1
-1.2
-2.2
-17.3
-8.2
-24.2
-16.0
-3.6
-1.7
12.3
8.8
4.1
2.8
-1.5

Bt -1*(X t -Xt-1 )

1.6
10.8
-6.5
-10.5
1.8
0.0
1.2

 
1.4
0.2
3.5
5.0
-0.6
-1.1
1.5
2.5
-0.4
1.3
-6.4
-0.2
-0.9
0.1
0.3
-0.3
-0.6
0.9
-1.2
-9.6
1.2
0.0
-0.4
0.1
0.4
0.8
0.3
-0.1
0.7
-0.2
0.1
-0.1
0.3
-0.1

(Bt -Bt-1 )Xt

42.7
-85.9
6.7
26.1
9.0
-3.1
53.9
-1.0
38.8

 
5.0
1.6
2.0
0.6
-1.1
2.9
10.2
11.5
1.9
3.2
2.9
8.9
0.9
-8.8
-1.4
1.0
-3.0
-5.8
1.0
5.1
38.8
-0.1
1.3
12.7
9.4
13.3
8.3
7.3
1.8
-5.6
4.9
2.6
-3.6
0.7

Bt -1*(X t -Xt-1 )

2.4
4.7
-12.2
3.2
-1.7
-0.3
2.2

 
2.0
0.4
0.0
-0.1
-0.4
0.5
1.2
3.4
-1.5
-4.9
-8.1
-0.2
1.9
0.6
0.1
-2.2
-0.4
-0.2
0.1
5.9
2.2
0.1
0.8
-0.4
-3.4
1.5
0.8
0.2
-1.4
-0.2
0.3
0.0
-0.4
0.0

1999年-1995年のオッズの変化率 2003年-1999年のオッズの変化率 


	toppage_index: 


